
第３期科学技術基本計画期間中における

 

主な研究成果集

～社会基盤分野を抜粋～

本成果集は、各府省において、第３期科学技術基本計画策定

 

後の科学技術施策によって得られた研究成果のうち代表的なも

 

のを選定し、作成したものである。
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減災を目指した「高機能高精度地震観測技術」の高度化により、
リアルタイム地震情報システム（緊急地震速報）を実用化

研究成果のポイント

（独）防災科学技術研究所における高感度地震観測網（Hi-net）の整備や、

 

「高度即時的
地震情報伝達網実用化プロジェクト（※1）」の研究成果等が結実し、平成19年10月1日より、
気象庁において、緊急地震速報という画期的なシステムの一般提供が開始された。

※1 高度即時的地震情報伝達網実用化プロジェクト：

文部科学省研究委託費として、地震発生後、主要地震動（Ｓ波）が
到達する前に地震の到達時刻や震度等の情報を自治体等の防災
関係機関に伝達し、自動的に防災措置を講じることを目指すため、
○

 

地震波波形処理・震源位置推定システムの開発
（⇒Hi-netのデータも含めて緊急地震速報システムとして実用化）

○

 

緊急地震速報の利活用に関するシステム開発・実験
（⇒エレベータ制御など9分野11課題が実用化可能レベルに）

について、（独）防災科学技術研究所、ＮＰＯ法人リアルタイム地震情
報利用協議会が中心となって実施した。（平成15～19年度）

また、東南海地震の想定震源域に敷設するための「地震・津波観測監視システム（※2）」
について、安定性・置換性・拡張性を持つシステムの設計・技術開発が終了し、平成21年度
中のシステム敷設、22年度中の本格稼動開始に向けて、現在は各パーツの製作、最終評
価、組立等を進めている。

※2 地震・津波観測監視システム：

文部科学省研究委託費として、地震計、水圧計等を備えた世界初の稠密
かつリアルタイム観測可能な海底ネットワークシステムの開発について、
（独）海洋研究開発機構が中心となって実施している。(平成18～21年度）

⇒地震・津波発生状況の早期検知、緊急地震速報・津波予測技術の高度化、
高精度な地震発生予測モデルの構築

平成１８～２１年度
の整備地域

次世代システムの
の整備予定地域

【緊急地震速報用の高感度地震計】

【システム構成要素】

期待される効果、今後の展開

緊急地震速報は、地震に伴う被害の大幅軽減に直結するシステムであり、今後、気象庁、
文部科学省等が連携して更なる技術の高度化を進めていくとともに、内閣府を中心とした関
係機関が連携して、その活用方策を検討していくことが必要となる。

なお、現行の緊急地震速報は、陸域観測データのみを利用しているが、
海域の観測機器整備が進めば、観測データが震源直上・直近で入手でき、
速報提供開始を最大10秒程度短縮するとともに、津波予測技術の向上に
も資する。このため、東南海地震の想定震源域のみならず、海域広範囲
において観測ネットワークを整備していくことが今後重要となる。

また、東海・東南海・南海地震に着目すると、これら３つの地震は連動し
て発生する可能性が指摘されており、シミュレーション研究、データ同化等
を進め、地震発生パターン等の知見を獲得することも重要である。

また、現行の緊急地震速報は、データ処理に一定の時間を
要するため、震央周辺では速報が間に合わない領域が生じる。
このため、内陸の活断層等で発生する地震に対する減災効果
を図るための研究開発も今後進めていく必要がある。

【地震・津波観測監視システム
整備予定地域】

【巨大地震再来シミュレーション】

▲気象庁多機能型強震計（約200台）
●防災科研高感度地震計（約800台）
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